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令和２年度 厚生労働行政推進調査事業費補助金（肝炎等克服政策研究事業） 

肝炎総合政策の拡充への新たなアプローチに関する研究 
分担研究報告書 

 

肝炎医療評価指標、拠点病院事業指標の作成と評価、指標運用方法の検討 

 
研究代表者：考藤達哉 国立研究開発法人国立国際医療研究センター 肝炎・免疫研究セ

ンター 研究センター長 

研究分担者：瀬戸山博子 熊本労災病院 消化器内科 部長 
 

研究要旨：（背景）2016 年に見直された肝炎対策基本指針では、肝炎ウイルス検査の

受検、肝炎ウイルス陽性者の受診・受療、専門医療機関・肝炎診療連携拠点病院等（以

下、拠点病院）による適切かつ良質な肝炎医療の提供というスキームの中で、肝硬変

又は肝がんへの移行者を減らすことが目標と設定されている。しかし上記スキーム

の実施現状調査によると、受検率、肝炎ウイルス陽性者のフォローアップ、肝炎医療

コーディネーターの養成と適正配置など、十分ではない課題が指摘されている。 
（目的）肝炎ウイルス陽性者のうち非肝臓専門医に受診した患者が、そのまま専門医

療機関、拠点病院へ紹介されず経過観察されている事例も多い。各自治体において病

診連携を推進し、適切で良質な医療が提供できる体制を構築する必要がある。また肝

臓専門医の偏在、医療機関での診療格差、自治体間で医療体制格差も存在しており、

「良質な肝炎診療」を評価する指標も必要である。肝疾患診療連携拠点病院は地域肝

炎医療ネットワークの中心であり、肝炎医療の提供のみならず、啓発活動、相談支援

活動など拠点病院事業を展開している。 
 本分担研究では、先行研究班（指標班）で作成した肝炎医療指標、拠点病院事業指

標を継続運用する。指標調査を解析し、その妥当性、有用性、継続可能性を検証し、

総合的な肝炎政策の推進に向けた具体的な取り組みの提言を行う。 
（方法・結果）令和２年度に肝炎医療指標（26 指標）、診療連携指標（6 指標）、拠点

病院事業指標（20 指標）を調査・評価した。肝炎等克服研究事業研究班（代表：黒

崎雅之）と連携して、全国赤十字病院（JRC）ネットワーク関連施設に対しても肝炎

医療指標、診療連携指標を調査した。肝炎医療指標調査において肝線維化指標、SVR
フォロー指標、肝がん、重度肝硬変研究支援事業に関する指標の著明な上昇を認め

た。一部の指標は前回調査時と著変なく低値であり継続した取組が必要と考えられ

た。診療連携指標においては拠点病院とかかりつけ医との連携は十分ではなかった。

紹介率が高い施設は逆紹介率も高いことが示された。拠点病院事業指標は事業達成

度に地域性・地域差が存在することが示唆された。 
（考察）指標調査の結果、拠点病院および JRC 関連施設においては、均てん化され

た肝炎医療が提供されていることが明らかになったが、病診連携は取組が必要であ

る。拠点病院事業に関しては概ね達成度は高いが、就労支援事業など地域ブロック間

で達成度に差を認める事業もあり、地域の実情に応じた対策が必要である。 

A. 研究目的 

 2016 年、肝炎対策基本指針の見直し

がに行われた。同指針では、肝炎ウイルス

検査の受検、肝炎ウイルス陽性者の受診・
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受療、専門医療機関・肝炎診療連携拠点病

院等（以下、拠点病院）による適切かつ良

質な肝炎医療の提供というスキームの中

で、肝硬変又は肝がんへの移行者を減らす

ことが目標と設定されている。しかし上記

スキームの実施現状調査によると、受検率、

肝炎ウイルス陽性者のフォローアップ、肝

炎医療コーディネーターの養成と適正配

置など、十分ではない課題が指摘されてい

る。 

 肝炎ウイルス陽性者のうち非肝臓専門

医に受診した患者が、そのまま専門医療機

関、拠点病院へ紹介されず経過観察されて

いる事例も多い。各自治体において病診連

携を推進し、適切で良質な医療が提供でき

る体制を構築する必要がある。また肝臓専

門医の偏在、医療機関での診療格差、自治

体間で医療体制格差も存在しており、「良

質な肝炎診療」を評価する指標も必要であ

る。肝炎政策の達成目標を肝硬変への移行

者の減少に設定する場合、複数年の病状変

化を再現性良く診断する指標が必要であ

るが、現在臨床で使用されている線維化指

標（FIB-4 など）の妥当性の評価や新規指

標の探索なども必要である。 

 本分担研究では、肝炎医療提供の程度と

質を評価する肝炎医療指標、肝疾患診療連

携拠点病院（以下、拠点病院）事業指標を

作成・運用する。調査結果から指標の妥当

性、有用性を検証し、総合的な肝炎政策の

推進に向けた具体的な取り組みの提言を行

う。 

 

B. 研究方法 

肝炎医療指標、診療連携指標の運用： 
先行研究班（指標班）で作成した肝炎医療

指標（29 指標）、診療連携指標（6 指標）、

拠点病院事業指標（21 指標）を調査・評価

した。 
調査方法は下記の通りである。 

・肝炎医療指標：肝疾患診療連携拠点病院

（以下、拠点病院、全国 71 施設）を対象

に実施 

令和 2 年 10月 1日〜12月 31日に受診し

た肝疾患患者について診察医の診療方針

を調査した。対象となる診察医は主な診療

担当医より各施設で選定することとした

（令和元年度と同様の方針）。 

肝炎等克服研究事業研究班（代表：黒崎雅

之）と連携して、全国赤十字病院（JRC）

ネットワークの中で指標調査への協力同

意が得られた施設（16施設）を対象とし、

専門医療機関向け肝炎医療指標調査を実

施した。 

 

 
 

・拠点病院事業指標：平成 30 年度時点拠

点病院（全 71 施設）を対象として実施。

肝炎情報センターが実施する令和元年度

拠点病院現状調査と併せて、令和元年度実

績について令和 2 年 6月-7月に調査した。 

 

（倫理面への配慮） 

本分担研究は、事業調査によって収集さ

れたデータに基づく解析研究であり、個人
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肝疾患専門医療向け肝炎医療指標調査

回答対象期間：　2019年4月～9月の6ヶ月間　※Iの(3),(4)のみ年度の回答をお願いします

レセプト病名ベースでご判断ください

不明な点は空欄で結構です

記載上の注意：　

B型肝炎は無症候性キャリア、慢性肝炎、肝硬変、肝がんを問わず

C型肝炎は慢性肝炎、肝硬変、肝がん、治癒後を問わず

I. 施設要件等

(1) 肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業の指定医療機関である

はい いいえ 不明

(2) 何次医療機関ですか

一次医療機関 二次医療機関 三次医療機関

(3) 2018年度の外来のべ患者数（肝疾患を含む全外来患者数） 名

(4) 2018年度の入院のべ患者数（肝疾患を含む全入院患者数） 名

(5) 常勤の肝臓専門医又は指導医の数（外来診療のみの従事者も可） 名

(6) 非常勤の肝臓専門医又は指導医の数（外来診療のみの従事者も可） 名

名

(8) 腹部エコー検査を実施したB型・C型肝炎のべ患者数 名

(9) 肝炎医療コーディネーターの数（常勤・非常勤を問わず） 名

(10) 都道府県における専門医療機関の整備方針及び選定の要件を満たしていますか

はい いいえ 不明

II. ウイルス肝炎のべ患者数（外来＋入院）

B型肝炎患者数 名

C型肝炎患者数 名

Ⅲ. ウイルス肝炎治療のべ患者数　　※貴院での実施分に限ります

B型肝炎患者治療数

インターフェロン治療 名 核酸アナログ 名

C型肝炎患者治療数

インターフェロン治療 名 インターフェロンフリー治療 名

Ⅳ. 肝がん治療のべ患者数（ウイルス性/非ウイルス性、原発性/転移性を問わず）

(7) 日本消化器病学会消化器病専門医、専門医療機関の条件に合致す

るよう研修等受講のいずれかを満たす医師数（常勤・非常勤を問わな

い）（外来診療のみの従事者も可）（(5), (6)との重複可)

専⾨医療機関向け
令和元年/２年度肝炎医療指標調査
(パイロット調査)

位置づけ︓
• 都道府県が専⾨医療機関の施設要件
を確認するための情報も調査

→都道府県にとって必要な情報を調査
することで協⼒を得る

• 病院事務職員で回答可能な内容に絞
る

→担当医の負担を軽減

• 診療連携指標調査を含む
→拠点病院との⽐較が可能

調査⽅針
10⾃治体にパイロット調査（計50施設）
各⾃治体に専⾨医療機関の選定は任せる
R1・R2年で同じ⾃治体に依頼
秋⽥, 埼⽟, 東京, ⽯川, 岐⾩, 和歌⼭, 広島, 愛媛,
佐賀, ⼤分
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肝疾患専門医療向け肝炎医療指標調査

回答対象期間：　2019年4月～9月の6ヶ月間　※Iの(3),(4)のみ年度の回答をお願いします

レセプト病名ベースでご判断ください

不明な点は空欄で結構です

記載上の注意：　

B型肝炎は無症候性キャリア、慢性肝炎、肝硬変、肝がんを問わず

C型肝炎は慢性肝炎、肝硬変、肝がん、治癒後を問わず

I. 施設要件等

(1) 肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業の指定医療機関である

はい いいえ 不明

(2) 何次医療機関ですか

一次医療機関 二次医療機関 三次医療機関

(3) 2018年度の外来のべ患者数（肝疾患を含む全外来患者数） 名

(4) 2018年度の入院のべ患者数（肝疾患を含む全入院患者数） 名

(5) 常勤の肝臓専門医又は指導医の数（外来診療のみの従事者も可） 名

(6) 非常勤の肝臓専門医又は指導医の数（外来診療のみの従事者も可） 名

名

(8) 腹部エコー検査を実施したB型・C型肝炎のべ患者数 名

(9) 肝炎医療コーディネーターの数（常勤・非常勤を問わず） 名

(10) 都道府県における専門医療機関の整備方針及び選定の要件を満たしていますか

はい いいえ 不明

II. ウイルス肝炎のべ患者数（外来＋入院）

B型肝炎患者数 名

C型肝炎患者数 名

Ⅲ. ウイルス肝炎治療のべ患者数　　※貴院での実施分に限ります

B型肝炎患者治療数

インターフェロン治療 名 核酸アナログ 名

C型肝炎患者治療数

インターフェロン治療 名 インターフェロンフリー治療 名

Ⅳ. 肝がん治療のべ患者数（ウイルス性/非ウイルス性、原発性/転移性を問わず）

(7) 日本消化器病学会消化器病専門医、専門医療機関の条件に合致す

るよう研修等受講のいずれかを満たす医師数（常勤・非常勤を問わな

い）（外来診療のみの従事者も可）（(5), (6)との重複可)

　※貴院での実施分に限ります

肝切除 名

局所療法（ラジオ波焼灼療法、エタノール注入療法、マイクロ波凝固療法） 名

肝動脈塞栓/化学塞栓療法/持続肝動注療法（TAE/TACE/HAIC） 名

その他（分子標的治療薬、免疫チェックポイント阻害剤など上記以外の治療） 名

Ⅴ. 院内連携指標

はい いいえ 不明

VI. 病診連携指標

(1) ウイルス肝炎の初診患者数

B型肝炎患者数 名

うち、かかりつけ医からの紹介患者数 名

うち、肝疾患診療連携拠点病院からの紹介患者数 名

うち、かかりつけ医への逆紹介患者数 名

うち、肝疾患診療連携拠点病院への逆紹介患者数 名

C型肝炎患者数 名

うち、かかりつけ医からの紹介患者数 名

うち、肝疾患診療連携拠点病院からの紹介患者数 名

うち、かかりつけ医への逆紹介患者数 名

うち、肝疾患診療連携拠点病院への逆紹介患者数 名

(2)肝疾患についてセカンドオピニオン外来を行っている

はい いいえ

名

本調査に関してご意見・ご要望がありましたら下記に記載してください

以上です。ご協力ありがとうございました。

院内に肝炎ウイルス検査陽性者の消化器・肝臓専門医への紹介システム（電子カルテによるアラー

トシステム、院内メールなどによる喚起）はありますか

(3) 肝疾患についてセカンドオピニオン目的に他医療機関へ紹介したB型・C型肝

炎患者数

院内連携指標
(電カルアラートシステム)

病診連携指標
拠点病院向けと同内容

JRC関連施設︓16施設からご協⼒
広島, 秦野, 旭川, 益⽥, 京都第⼀, 京都第⼆, 
松⼭, 岡⼭, 松江, 唐津, 伊達, 福岡, 北⾒, 
⻑崎, 那須, 伊勢
(拠点病院として︓⼤津, 武蔵野)
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情報を取り扱うことはない。したがって厚

生労働省「人を対象とする医学系研究に関

する倫理指針」（平成 26 年 12月 22日）を

遵守すべき研究には該当しない。 

 

C. 研究結果 

肝炎医療指標、拠点病院事業指標の評価 
拠点病院を対象とした本調査における回

収率は 87.3%（62施設）で先行研究班での

調査時と比較して高かった。ブロック別お

よび全国の平均調査値を表 1 に示す。JRC

ネットワーク関連施設を対象とした調査

の結果は現在集計、解析中である。 

 

 

 
重要指標 17 項目のうち全国平均が目標値

（0.8）に満たない指標は、過去の調査にお

いても低い指標値を示していた DAA 再治

療例に対する RAS 検査の実施（肝炎-9）

（指標値平均 0.65）および肝硬変患者にお

ける定期内視鏡（肝硬変-1）（指標値平均

0.67）に関する 2 指標であった。これら 2

指標について検査の必要性および検査を

実施しない理由について調査した。RAS 検

査の必要性については、必要である:45 施

設、必要だが必須ではない:11 施設、必要

ない:1施設、未回答 5施設で、実施しない

理由については検査手段がない、1 型のみ

検査しているなどが挙げられた。指標値が

0 の施設はいずれも未回答であった。また

定期内視鏡検査については必要である:58

施設、必要だが必須ではない4施設であり、

実施しない理由としてはつい忘れてしま

う（20施設）、他院で実施している（19施

設）が挙げられた。 

上記指標以外に過去調査において低い指

標値であったアラートシステム（肝炎-5,6）、

栄養指導（肝硬変-2）に関する指標のうち

肝炎-6 は有意に上昇（0.49→0.75）してい

た。その他はいずれも前回調査時と著変な

く低値であった。 

肝炎-5,9、肝硬変-1,2 については副次的項

目調査結果を元に指標改善プロセスの作

成などを行い必要性に関する認識を高め

る必要がある。 

 

拠点病院事業指標（21 指標） 

拠点病院事業指標は拠点病院現状調査と

併せて令和 2 年 6−7月に実施した。全 71

拠点病院から回答が得られた（回収率

100％）。拠点−20（肝炎情報センター実施

の看護師・相談員研修会参加）は COVID-

19 拡大によって中止したため調査項目か

ら除外した。各地域ブロックが肝炎医療に

関する異なる背景を持つことを考慮し、拠

点病院事業の全体像を捉えるためにバラ

ンスデータ（レーダーチャート）で評価し

た。 
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項目別に評価すると、以下の結果であった。 

就労支援、研修会開催での自治体との連携、

地域連携パス運用に関する指標は3年連続

で増加しており、前年度比＋10%以上であ

った。 

相談件数、肝臓病教室実施回数、連絡協議

会実施回数、専門医療従事者研修会参加者

数に関する指標は3年連続で減少しており、

前年度比−15％以上であった。 

肝臓病教室、医療者向け研修会、市民公開

講座の実施施設、実施回数が減少しており、

COVID-19 の影響も考えられる。 

 

全国6ブロック別にレーダーチャートで比

較すると、中四国ブロック、九州ブロック

では全体的に全国平均を上回る取り組み

がされていることが明らかになった。 

（結果のまとめ） 
いずれのブロックでも平均-SD以下を認め

ず、全国的に均てん化した拠点病院事業が

行われていた。 

北海道東北ブロック、中四国ブロックでは

就労支援、東海北陸ブロックでは患者・家

族向け講座、九州ブロックでは市民公開講

座啓発活動に力を入れていた。 

 
D. 考察 

肝疾患診療連携拠点病院においては、均て

ん化された肝炎医療が提供されており、前

年度から改善した指標が認められた、肝炎

ウイルス陽性者アラートシステムの設置

状況、非専門診療科からの紹介（院内連携）、

病診連携はまだ十分とは言えない。拠点病

院事業に関しては概ね達成度は高いが、地

域ブロック間で達成度に差を認める事業

もあり、今後の取組が必要である。 
 
E. 結論 
肝炎医療指標（29 指標）、拠点病院事業指

標（21 指標）を調査・解析した。 

各事業主体別に効果的に運用する方法を

提案する必要がある。 
 

 
F. 健康危険情報 

無 
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